
遺伝子組み換え作物の事実・統計

遺伝子組み換え業界により支援されるシンクタンク、国際ア
グリバイオ事業団（ISAAA）は毎年、世界各地で拡大する遺
伝子組み換え作物栽培面積の統計を報告している1。

その報告書に記載されない事実は、次のようになる。

・ 世界の耕作可能面積のうち92.5%は遺伝子組み換えのな
　い、GMO-FREEゾーンである。

・ 世界の遺伝子組み換え作物の90パーセント以上が、わず                 
  か4ヵ国で作付けされている。

・ 世界192カ国のうち176カ国が遺伝子組み換え作物の栽
　培を全く行っていない。

・ 市場導入から10余年が過ぎ、一定量の収穫が見られる
　遺伝子組み換え作物はダイズ、トウモロコシ、コットン、
　そしてナタネ。これらが市場販売される遺伝子組み換え
　作物の99%を占めている。

・ 商業ベースに乗る遺伝子組み換え作物の殆どに、次の2
　つの特性がある。（特定の）除草剤への耐性、そして殺虫
　性を自ら生成する特性。

尚、日本での遺伝子組み換え作物商業栽培はされていない
（2008年10月グリーンピース・ジャパン調べ）

アルゼンチン ブラジル

フリー

世界の遺伝子組み換え作物のうち90パーセント以上もの作
付けが米国(53%)、アルゼンチン(18%)、ブラジル(11.5%)、
カナダ(6.1%)の４ヵ国で行われている。

また、遺伝子組み換え作物の殆どが、モンサント社、デュポン
社、シンジェンタ社、バイエル社ら４企業に占有されている。

モンサント社は、世界全体の遺伝子組み換え種子の90パー
セント以上を独占販売している。

そして近年、遺伝子組み換え小麦、トマト、じゃがいも、バナ
ナの開発を中止（また日本国内での遺伝子組み換えイネの研
究開発を中止している）。モンサント社は消費者への直接供
給を断念し、現在は畑から直接加工工場に運ばれる作物を中
心とした開発を進めている。

（モンサント社は、ベトナム戦争当事、環境や人体へ深刻な
影響をもたらした枯葉剤を製造していた企業である。現在で
は自社開発の遺伝子組み換え種子の所有権を持ち、その種
子から生まれる種も又モンサント社が所有する。従って農家
は収穫後、種子を保存し次の収穫に備えて植える（従来通り
の慣行）とモンサント社から訴えられることになる。また仮に
遺伝子組み換え作物栽培を行っていない農家の畑に、風や
虫等により同社の種が運ばれ畑の汚染があったとしても、特
許侵害として農家は訴えられるのである。米国の食品安全セ
ンター（CFS）はこれまでに広範囲にわたる調査と農家や弁護
士への聞き取りを行い、モンサント社がこれまでに手荒な取調
べや非情な告訴を繰り返し、結果的に米国の農業のあり方を

根本的に変えてしまったことをつきとめた。農家を相手どりモ

ンサント社が勝訴した裁判で、同社が受け取った賠償金は最
高額305万3,602.82米ドル（3億1,000万円）。これまでにモ
ンサント社に与えられた賠償金総額は1,525万3,602.82米ド
ル（15億7,000万円）に上り、農家は告訴ごとに平均で41万
2259.54米ドル（4300万円）を支払ったことになる。）

遺伝子組み換えトウモロコシが市場導入され10年が経過、ト
ウモロコシ生産高世界トップ10位内の6カ国では遺伝子組み
換えトウモロコシの栽培は未だ行われていない。遺伝子組み
換え作物の最大の推進派、アメリカでさえ遺伝子組み換えト
ウモロコシの栽培量は国内全体の半分以下にとどまっている。

世界の耕作農地における遺伝子組み換え作物の割合
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日本では、これまでに130種にのぼる遺伝子組み換え作物
の栽培が認可されているが、商業栽培は未だ行われてい
ない。自治体が独自に遺伝子組み換え作物の栽培規制を
盛り込んだ条例案打ち出し、遺伝子組み換え作物による環
境汚染を押さえている。その地区はGMO-FREEゾーンと呼
ばれ、また、遺伝子組み換え作物栽培を行わない総農地
面積は日本の農地の約1％強にあたる。

遺伝子組み換え作物栽培の環境被害
ISAAA等の遺伝子組み換え推進派は、全ての国が遺伝子
組み換え作物の栽培から恩恵を受けることができると誇張
している。現在、商業栽培されている遺伝子組み換え作物
は、特定の除草剤に耐性を持つもの、あるいは害虫を殺す
ための毒素タンパクを自ら生成するものかのいずれかであ
る。除草剤耐性作物の収穫量は増加しない。殺虫抵抗性
作物は害虫から身を守ることで数年は収穫量が増加するか
もしれないが、中長期視野で考えると、この毒性にも耐性
をもつ害虫が出現し、その対処に追われることになる。ヨ
ーロッパで行われた研究では、収穫高は遺伝子組み換え作
物よりも栽培される作物品種数と関連性があると判明した。
また、殺虫抵抗性遺伝子組み換えトウモロコシと遺伝子組
み換えでないトウモロコシの収穫高を比較した際、遺伝子
組み換えトウモロコシの収穫量が下回ったと報告した。

さらに、遺伝子組み換え作物の栽培は、バイテク企業が主
張する殺虫剤使用を軽減しない。それどころか、1996～
2004年までの間、アメリカで作付けが広まった遺伝子組
み換え作物は合計で550,00kg増の殺虫剤の使用、つまり
4.1％もの使用量増加を記録した２。

殺虫効果により特定の害虫を駆除する殺虫性遺伝子組み
換え作物農法は、結果的に害虫がその毒性に抵抗を持つ
ようになり、農家はこれまで予想していた以上の量や違う
種類の殺虫剤や農薬をやむを得ず使用する事態を引き起
こす３。この一連の流れで儲けるのは殺虫剤を販売してい
る企業であり、同時に殺虫性遺伝子組み換えトウモロコシ
種子の開発・販売を行っていることが多い。

遺伝子組み換え作物栽培により得られると考えられていた、
稀に期待される生産高の向上や殺虫剤使用量の軽減など
の恩恵はとても短期的なものである。さらに、様々な科学
研究結果で、遺伝子組み換え作物により。チョウ類等の益
虫へ深刻な悪影響があると報告されている。

2008年4月、気候変動に関する政府間パネル(IPCC)と同
等とされる世界農業報告書“開発のための農業科学技術
の国際的評価(IAASTD)４”で農業のあり方を変える必要性
が指摘された。世界銀行の発案により、世界中の研究者
400名以上により執筆されたこのレポートは、約60カ国の
政府に支持されている。このレポートは、ミレニアム開発
目標5を達成し、気候変動に適応し、飢餓を撲滅するには
遺伝子組み換え作物は不適切であると結論づけた。同時
に、今後、起こりうる気候変動のもとで私たちの食料安全
保障を高めるためには、現代的で効率のよい、生物多様
性を保つ農業への研究開発と転換が推奨された。
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遺伝子組み換え作物による社会的・経済的なインパクト

遺伝子組み換え種子の開発および販売を行っている企業
は、「遺伝子組み換え作物からは農業従事者、消費者、実
業家、富裕層から貧困層まで、全ての人が恩恵を受けるこ
とができる」と主張する。しかし誇大広告と宣伝パンフレッ
トの先を見据えると、違う側面が見えてくる。 

遺伝子組み換え作物が市場に出現してから11年間、従来
どおりの栽培方法および有機栽培作物は遺伝子組み換え
作物により繰り返し汚染され、そしてそれら汚染被害の補
填は農家が負担している
遺伝子汚染された作物は、従来どおりの栽培・有機栽培作
物より低い価格を余儀なくされる。2007年にはブラジルの
大豆が最大9％もの遺伝子汚染1に
あっているが、被害を被った農家へ
の補償は皆無。世界のどの国を見て
も、遺伝子組み換え作物の開発者ま
たは生産者に遺伝子汚染の法的責
任を問う国は殆どない。

新種の遺伝子組み換え作物は、殺虫
剤や除草剤への依存を軽減しない
環境生態システムを欺くことはでき

ない。植物網（フードウェブ）から害虫や雑草を仮に取り除
いてみても、そこには別の種が代わりに入る。
インドで2007年、天敵害虫駆除効果が期待されていた遺
伝子組み換えコットンの効果がなかったのか、又は人工的
に施された新しいBt毒素に影響を受けることのなかった「
二次的」害虫によってであったのか、いずれにしてもコット
ン農家は壊滅的被害を受けた。
農家は遺伝子組み換えコットン種子の高額な代金を支払っ
た上、支払い能力があれば更にこの二次的害虫対応用殺
虫剤を購入しなければならなかった。2007年9月現在、多
額の負債を抱え家族を養うことの出来ない状況に絶望した
コットン農家従事者800人が自ら命を絶っている2。

現在までに商業栽培に至った遺伝子組み換え作物で、生産
の増加、栄養価値の上昇、干ばつなどの自然災害や塩害へ
の耐久力が見られた品種はない
みずから毒を発して虫を駆除する殺虫性遺伝子組み換えコ
ットンは世界各地、例えば極端な高温を経験した中国やオ
ーストラリア3で成果が乏しい。
アルゼンチンのコットン平均収穫高は、遺伝子組み換えコッ
トン導入後から現在に至るまで、導入前の10年間（1987～
96年）に比べ下降4。

一般的に最も広く栽培されているモンサント社の除草
剤（商品名：ラウンドアップ）にグリフォサート耐性を持
たせた遺伝子組み換えダイズ「ラウンドアップレディ」
は、従来の大豆品種に比べ、収穫量が平均的に5～ 10％
落ちるとの研究データも存在する5。
一方、研究者たちはDNAマーカー選抜技術6により干ば
つや病気に強いトウジンビエ品種の開発を行っている。
トウジンビエは、農業に適さない地域で生活する何百万
もの農家にとって重要な自給作物である。
フィリピンの科学者らは、DNAマーカー選抜技術を応用
し、鉄砲水などによって数日間続く冠水状態にも耐え得

る、遺伝子組み換えでないコメの品
種開発を行っている7。
今後より深刻になると予想される
塩害、干ばつ、その他環境農業問題
に対応することのできる新種開発
技術につき、科学者らは従来型の品
種改良とDNAマーカー選抜技術が
不可欠と見る。

種子の保存（種とり）をすると農家は訴えられる
大手農業化学企業モンサント社は毎年、同社の遺伝子組
み換え作物から種子を集め保存したとして数百もの米
国農家を告訴している。これら農家は裁判所の判決によ
り、モンサント社に対し2,100万ドル超の支払いを命じ
られている。又、この金額を上回る1億6,,000万ドルが
示談解決で支払われていると推定される8。

遺伝子組み換え作物は、貧困や飢餓問題を解決しない
世界で最も多く作付けされる遺伝子組み換え作物（ダイ
ズとコットン）は、家畜飼料や繊維とし、豊かな国への
輸出目的で工業的規模で栽培される。遺伝子組み換え作
物の栽培や輸出入は、栽培地・供給先いずれにおいても、
貧困や飢餓問題の解決には結びつかない。そればかりか、
地域の主要農作物生産や地元生活が脅かされているの
である9。
工業的農業は、地元の需要に応え多種多様な農産物を栽
培している小規模農家の犠牲により発展を遂げている。
遺伝子組み換えダイズの栽培が急速に広まったパラグ
アイでは、2000～2005年10にかけて貧困層の割合が
33.9～39.2％へと増加している。

医学誌『ランセット』編集長
リチャード・ホートン博士



現在では国内耕作地の半分以上が大規模ダイズ農園と姿
を変え、うち9割が遺伝子組み換えダイズの栽培である。
ダイズブームにより、自分の土地からの強制撤去させられた
小規模農家は10万戸にのぼる。
遺伝子組み換え作物の作付けを控える国々は、不当な圧力
を受けている
2002年、ザンビアが米国からの食糧援助として余剰遺伝
子組み換えトウモロコシを拒否した際、ある米国大使は「人
の道に対する最も重い罪で裁かれるべき11」と非難した。
それから3年後、干ばつに見舞われるこのザンビアは記録
的なトウモロコシ豊作に恵まれ、輸出超過となった。ザンビ
アで遺伝子組み換え作物栽培は行われていない12。
2007年10月ブラジルでは、バイオテクノロジー作物研究所
での抗議行動中、“土地なし農民運動(MST)”のメンバー1名
が農薬会社シンジェンタ社所属警備員により射殺された13。
企業合併が進むことで、種子選択肢が狭まり価格は上昇する
2006年度統計では種苗会社の上位10社が、10年前14に
比べ種子供給ビジネスの20％増である57%を占有している
。企業合併と研究開発品種の減少による価格上昇のため、
農家の選択肢も限られたものとなっている。
全世界の商業用種子のうち41％が モンサント社、デュポ
ン社、シンジェンタ社、バイエル社の4社により販売されて
いる。モンサント社は事実上の独占企業であり、同社の遺
伝子形質を保持する遺伝子組み換え作物は世界供給率は
全体の86％にのぼる。
近年、国連（UN）は「開発のための農業科学技術の国際的
評価（IAASTD）を実施した。これは、気候変動に関する政
府間パネル(Intergovernmental Panel on Climate
Change =IPCC)報告に相当する農業報告書である15。
国連の総合報告書は、遺伝子組み換え作物は貧困や飢餓、
あるいは気候変動問題の解決策ではないと結論づけている。
遺伝子組み換え作物を栽培・輸入しても、食品や飼料の価
格は下がらない
食品や飼料の価格高騰には様々な要因が絡んでいることが、
国連食糧農業機関（FAO）見解をはじめとし広く確認されて
いる。これら要因として、全世界的な食料需要の拡大、悪
天候、バイオ燃料生産の急速な広がりなどがあげられる。
穀物の価格上昇は、遺伝子組み換え作物栽培に寛容な米
国内をも含む全世界で起こっている。価格上昇、遺伝子組
み換え作物との関連性はない。
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グリーンピースは農業の持続可能性を基本理念とし、遺伝子組み換えのない作物と食料生産を広げる目的でキャンペーンを展開しています。
生物多様性を守り、すべての人々に安全で栄養のある食物の供給を求め活動しています。
遺伝子組み換え作物は環境を汚染し、生物多様性の脅威となり、人体の健康にとって形容し難いリスクを負わせる、不必要・世界に求められ
ていないな技術です。
私たちはバイオテクノロジー技術そのものや、確実な密封管理・監視が行き届いている医薬品開発などの研究分野における遺伝子組み換え
技術応用には反対していません。
グリーンピースは遺伝子組み換え作物が野外に放出されることのリスクの大きさに警鐘を鳴らし反対しています。
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